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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、以下のグループ経営理念を定めております。

　　私たちキッコーマングループは、

　　　１．「消費者本位」を基本理念とする

　　　２．食文化の国際交流をすすめる

　　　３．地球社会にとって存在意義のある企業をめざす

当社は、グループ経営理念の実践を通じて、企業価値を増大していくことが、 企業経営の基本であると認識しております。

この実現のために、コーポレート・ガバナンス体制の改善・強化は、経営上の最重要課題であります。当社は、この認識に基づき、独立役員の要
件を満たす社外取締役・社外監査役の選任や、社外取締役を過半数とする指名委員会及び報酬委員会を設置するとともに、執行役員制度の導
入による意思決定及び業務遂行のスピードアップを図るなど、経営の監視・監督機能の強化に努めております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

2021年6月の改訂後のコードに基づき、記載しています（2022年4月4日以降適用となるプライム市場向けの原則を含む）。

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】（いわゆる政策保有株式）

当社は、相互の事業の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために、また営業活動の円滑化、資金調達、原材料の調達など経営戦略の
一環として、政策的に必要とする企業の株式を保有しております。個別の政策保有株式については、毎年、取締役会において、取引先と当社グ
ループの事業との関係性の観点から、保有目的、並びに企業価値向上に資するか否かの検証及び取引金額、投資収益などの定量的な評価を行
い、保有の妥当性が認められない場合は、縮減するなど見直しております。2020年度は、５月21日取締役会において検証を行い、8銘柄を売却し
ました。保有する株式の議決権については、投資先の経営方針を尊重したうえで、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する提
案であるか否か、総合的に判断し適切に行使いたします。

【原則１－７】（関連当事者間の取引）

当社と当社役員個人との直接取引及び当社と当社取締役が代表となっている他団体や他会社との取引など会社法に定める利益相反取引につい
ては、当社の「取締役会規則」において事前に取締役会の決議を受けなければならない旨を定めております。

取締役会事務局は、取締役・監査役から利益相反取引に係る報告書の提出を求め取締役会での承認を得ており、計算書類等で適切に開示され
ていることを確認しております。

【補充原則２－４－１】（中核人材の登用等における多様性の確保）

2018年5月にダイバーシティ＆インクルージョンの基本方針を定め、性別、年齢、国籍、人種、性的指向や障がいといった多様性を認め、様々な
キャリアや働き方を尊重し、その能力を最大限に発揮できる職場づくりを推進しております。

女性の管理職比率は、国内では2021年4月現在8.3%となっており、2024年度までには10％以上にすることを目標として、管理職候補者が主体的か
つ意欲的に管理職を目指せるような職場の環境整備や意識改革研修の実施、外部との交流機会の提供などに取り組んでまいります。また、海外
のグループ会社で働く外国人の中核人財については、現地採用の社員を登用しており、管理職の大半は現地社員が務めております。中途採用者
については、グローバル・グループ視点での専門性の高いジョブ型の採用で人財を確保しており、今後、企業価値向上を担うプロフェッショナル人
財として中核人財への登用を進めるとともに、事業戦略上必要となる職種の人財をさらに確保してまいります。

【原則２－６】（企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）

当社グループは将来の給付原資を安定的に確保することを目的とし、運用機関からの意見を聴取した上で、中長期的視点から資産構成割合を策
定しております。

主要事業会社の年金資産の運用状況については、財務部門や人事部門の専門性を持った人材、及び、受益者である労働組合等で構成される年
金委員会を設置し、運用実績・運用方針の評価及びモニタリングを行っております。

その他のグループ会社においては、各社の取締役会で運用方針を策定し、当社経理部門が各社の運用状況を把握し、各社に助言・提案する体
制としております。



【原則３－１】（情報開示の充実）

（１）当社の目指すところ（経営理念）は、以下のＵＲＬに開示しております。

https://www.kikkoman.com/jp/corporate/management/policy.html

当社の経営戦略・経営計画は、以下のＵＲＬに開示しております。

（グローバルビジョン２０３０）

https://www.kikkoman.com/jp/corporate/management/vision2030.html

（2021年３月期（2020年度）決算説明会）

https://www.kikkoman.co.jp/ir/lib/presentation/2021.html

（２）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、本報告書の「１．１．基本的な考え方」に記載のとおりであります。

（３）取締役会が取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続については、本報告書の「２．１．【取締役報酬関係】報酬の額又はその算定方
法の決定方針の開示内容」に記載のとおりであります。

(４）当社は、2002年６月に指名委員会を設置し、適宜開催しております。指名委員会は、社外取締役を委員長として社外取締役４名、社内取締役
２名の計６名で構成され、取締役会の委任を受けて、取締役及び執行役員の選解任及び役職委嘱解嘱、並びに監査役の選任の提案を取締役会
に対して行っております。

指名委員会の候補者推薦基準は以下のとおりであります。

　・社外役員の資質：経済動向等に関する高い見識に基づく客観的かつ専門的な視点、経営者としての豊富な経験、法律・会計等

　　の職業的専門家としての経験

　・社内取締役の資質：業務に関し高度の専門知識を有し、経営判断能力及び経営執行能力に優れていること

　・社内監査役の資質：当社グループ会社の業務に関する高度の専門知識ならびに経営または財務に関する高度の専門知識を

　　有していること

取締役会は、指名委員会によって推挙された候補者の有する人格・見識等を踏まえたうえで、候補者を決定します。

なお、監査役候補者に関しては、監査役会の同意を得ております。

（５）取締役及び監査役の選任についての説明は、株主総会招集通知に記載のとおりであります。

https://www.kikkoman.co.jp/ir/shareholder/meeting.html

【補充原則３－１－３】（サステナビリティについての取り組み等）

当社グループのサステナビリティ全般に関する取り組みはコーポレートレポートにおいて開示しております。コーポレートレポートでは、知的財産や
人的資本に関する内容も掲載しております。

https://www.kikkoman.com/jp/csr/report/corporate-report/index.html

環境や人権に関する方針や取り組みは下記ウェブサイトで開示しております。

長期環境ビジョン

https://www.kikkoman.com/jp/csr/environment/longterm.html

人権の尊重

https://www.kikkoman.com/jp/csr/humanrights.html

また、当社ウェブサイトに気候変動についてのページを設け、気候変動に関する当社の長期方針及びTCFD（※）に基づいた開示を行っておりま
す。

https://www.kikkoman.com/jp/csr/environment/climate_change.html

（※） Task Force on Climate-related Financial Disclosures（気候関連財務情報開示タスクフォース）

【補充原則４－１－１】（経営陣に対する委任の範囲）

当社は、法令により取締役会の専決とされる事項及びグループの重要な業務執行上の意思決定については取締役会に付議し、その他法令上可
能な業務執行の決定は、ＣＥＯに意思決定を委任しております。これらの区分については、ガイドラインを制定し明確化しております。

【原則４－９】（独立社外取締役の独立性判断基準及び資質）

当社の社外取締役４名は全員が独立社外取締役であります。社外役員の独立性に関する基準については、本報告書の「２．１．【独立役員関係】
その他独立役員に関する事項」に記載のとおりであります。

【補充原則４－１０－１】（独立社外取締役を主要な構成員とする諮問委員会の設置）

当社は社外役員に関する独立性基準を定め、独立社外取締役を委員長とし独立社外取締役４名及び社内取締役2名で構成する指名委員会並び
に報酬委員会を設置し、経営の透明性を向上させ、経営の監視機能の強化を図っております。

【補充原則４－１１－１】（取締役会の全体としてのバランス、多様性及び規模に関する考え方）

当社は、現在12名の取締役が就任しており、取締役会において活発な議論と迅速な意思決定を行っていく規模として適切と考えております。また
その内訳は、多様な分野で豊富な経験と見識を持つ社外取締役４名と当社グループの事業に関する豊富な経験と専門知識を持つ社内取締役８
名で構成しております。

なお、当社取締役のスキル・マトリックスは、当該報告書の最終頁に記載しております。

取締役の選任に関する方針・手続は、本報告書の「１．１．【原則３－１】（４）」に記載のとおりであります。



【補充原則４－１１－２】（取締役及び監査役の兼任状況）

取締役及び監査役の重要な兼職状況は、株主総会招集通知に記載のとおりであります。

https://www.kikkoman.co.jp/ir/shareholder/meeting.html

【補充原則４－１１－３】（取締役会の実効性についての分析・評価）

当社は、取締役会を原則毎月開催し、重要案件を漏れなく適時・適切に審議・報告しております。社外取締役・社外監査役に対しては、原則として
事前に、取締役会事務局から議案の内容及び議案の背景となる当社の事業状況に対する個別の説明を実施しております。このような事前の説明
により、社外取締役・社外監査役の理解が促され、取締役会で活発な議論や十分な検討につながっております。

また、社外取締役及び社外監査役全員に対し、外部専門家の助言のもと2020年度の取締役会の実効性に関するアンケートを行いました。取締役
会の構成、情報提供の充実、審議項目・開催頻度・時間、当日の審議の４つの観点から実施し、その分析評価の結果を取締役会で報告・審議し
たところ、取締役会は概ね良好に機能しており、実効性は確保されていると判断いたしました。今後も取締役会の実効性の継続的な向上に努めて
まいります。

【補充原則４－１４－２】（取締役及び監査役のトレーニング方針）

当社においては、取締役・監査役に対して、職務遂行上必要となる法令知識等の習得及び取締役・監査役の役割と責務の理解促進に努めてお
り、研修、講習会、交流会等に参加する機会も提供しております。社外取締役及び社外監査役に対しては、当社グループの事業・課題の理解を深
めることを目的として、随時当社グループの事業・課題に関する説明や、当社グループの工場等の現場の視察を実施する等の施策を講じておりま
す。

【原則５－１】（株主との建設的な対話に関する方針）

株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針は、以下のとおりであります。

（１）株主との対話は、コーポレートコミュニケ―ション部及び法務・コンプライアンス部が担当し、取締役等と対応方法を検討し、適切に対応するも
のとします。

（２）対話を補助する社内の関連部門は、情報共有を確実に行うために会議を開催するなど、積極的に連携を取りながら、株主との対話の支援を
行っております。

（３）株主に対しては、決算説明会、当社ホームページによる情報開示等の実施により、当社の経営戦略や事業環境に関する理解を深めていただ
くような活動を実施しております。

（４）対話において把握した株主や投資家の意見などは、取締役会で報告を行い、情報の共有及び活用を図っております。

（５）対話に際してのインサイダー情報の管理は、キッコーマングループ内部者取引防止規程を策定し、未然防止に注力しております。特に、自社
株売買については、一定のルールの下で実施しております。また、役員及び社員に対しては、継続的な教育を行っております。

（６）必要に応じて実質株主調査を実施し、株主構造の把握に努めております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 37,884,000 19.76

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 12,554,100 6.55

株式会社千秋社 6,720,773 3.51

株式会社茂木佐 6,140,400 3.20

明治安田生命保険相互会社 4,959,893 2.59

株式会社引高 4,796,173 2.50

有限会社くしがた 4,171,674 2.18

株式会社丸仁ホールディングス 3,884,130 2.03

公益財団法人野田産業科学研究所 3,727,688 1.94

公益財団法人興風会 3,272,027 1.71

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし



補足説明

※上記「大株主の状況」は、以下補足説明を含め、2021年９月30日現在のものです。

１）上記の割合は、発行済株式の総数から自己株式を控除した株数により算出しております。

２）㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、2021年６月21日付で、㈱三菱ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行㈱、三菱ＵＦＪ国際投信㈱及び三菱ＵＦＪ
モルガン・スタンレー証券㈱を共同保有とする大量保有報告書（変更報告書）が提出され、2021年６月14日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保
有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株
主の状況には含めておりません。

【氏名又は名称／住所／保有株券等の数／株券等保有割合】

㈱三菱ＵＦＪ銀行／東京都千代田区丸の内２丁目７番１号／1,957千株／1.01％

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱／東京都千代田区丸の内１丁目４番５号／5,150千株／2.66％

三菱ＵＦＪ国際投信㈱／東京都千代田区有楽町１丁目１２番１号／3,836千株／1.98％

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券㈱／東京都千代田区大手町１丁目９番２号／355千株／0.18％

計／-／-／11,299千株／5.83％

３）三井住友信託銀行㈱から、2021年１月７日付で、三井住友信託銀行㈱、三井住友トラスト・アセットマネジメント㈱及び日興アセットマネジメント
㈱を共同保有とする大量保有報告書（変更報告書）が提出され、2020年12月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受
けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めて
おりません。

【氏名又は名称／住所／保有株券等の数／株券等保有割合】

三井住友信託銀行㈱／東京都千代田区丸の内一丁目４番１号／531千株／0.27％

三井住友トラスト・アセットマネジメント㈱／東京都港区芝公園一丁目１番１号／5,958千株／3.07％

日興アセットマネジメント㈱／東京都港区赤坂九丁目７番１号／7,367千株／3.80％

計／-／-／13,856千株／7.15％

４）野村アセットマネジメント㈱から、2020年12月18日付で、大量保有報告書（変更報告書）が提出され、2020年12月15日現在で以下のとおり株式
を保有している旨の記載がありましたが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株
主の状況には含めておりません。

【氏名又は名称／住所／保有株券等の数／株券等の保有割合】

野村アセットマネジメント㈱／東京都江東区豊洲２丁目２番１号／15,135千株／7.81％

５）ブラックロック・ジャパン㈱から、2018年５月21日付で、ブラックロック・ジャパン㈱、ブラックロック・インベストメント・マネジメント・エルエルシー
(BlackRock Investment Management LLC)、ブラックロック・ファンド・マネジャーズ・リミテッド(BlackRock Fund Managers Limited)、ブラックロック・ラ

イフ・リミテッド(BlackRock Life Limited)、ブラックロック・アセット・マネジメント・アイルランド・リミテッド(BlackRock Asset Management Ireland

Limited)、ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ(BlackRock Fund Advisors)、ブラックロック・インスティテューショナル・トラスト・カンパニー、エヌ．

エイ．(BlackRock Institutional Trust Company, N.A.)及びブラックロック・インベストメント・マネジメント（ユーケー）リミテッド(BlackRock Investment

Management (UK) Limited)を共同保有とする大量保有報告書が提出され、2018年５月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の

報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」に
は含めておりません。

【氏名又は名称／住所／保有株券等の数／株券等の保有割合】

ブラックロック・ジャパン株式会社／東京都千代田区丸の内一丁目8番3号／3,649千株／1.88％

ブラックロック・インベストメント・マネジメント・エルエルシー(BlackRock Investment Management LLC)／米国 ニュージャージー州 プリンストン ユニ

バーシティ スクウェア ドライブ 1 ／196千株／0.10％

ブラックロック・ファンド・マネジャーズ・リミテッド(BlackRock Fund Managers Limited) ／英国　ロンドン市　スログモートン・アベニュー 12／247千

株／0.13％

ブラックロック・ライフ・リミテッド(BlackRock Life Limited)／英国　ロンドン市　スログモートン・アベニュー 12／ 218千株／0.11％

ブラックロック・アセット・マネジメント・アイルランド・リミテッド(BlackRock Asset Management Ireland Limited) ／アイルランド共和国　ダブリン　イン

ターナショナル・ファイナンシャル・サービス・センター　JPモルガン・ハウス／729千株／ 0.38％

ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ(BlackRock Fund Advisors) ／米国　カリフォルニア州　サンフランシスコ市　ハワード・ストリート　400／

2,367千株／1.22％

ブラックロック・インスティテューショナル・トラスト・カンパニー、エヌ．エイ．(BlackRock Institutional Trust Company, N.A.) ／米国　カリフォルニア

州　サンフランシスコ市　ハワード・ストリート　400 ／2,376株／ 1.23％

ブラックロック・インベストメント・マネジメント（ユーケー）リミテッド(BlackRock Investment Management (UK) Limited) ／英国　ロンドン市　スログ

モートン・アベニュー 12／ 574千株／0.30％

計／-／-／10,359千株／5.34％

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 食料品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 その他の取締役

取締役の人数 12 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

福井俊彦 その他

尾崎護 その他

井口武雄 他の会社の出身者 △

飯野正子 その他

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

福井俊彦 ○ ―――

主に金融の分野で指導的な役割を果たした同
氏の豊富な経験と幅広い知識に基づく、大所
高所からの取締役会の意思決定に対する監督
を期待したため。

同氏は金融商品取引所の定める独立性の基
準に該当せず、実質的にも一般株主と利益相
反のおそれがないと判断し、独立役員に指定し
ております。



尾崎護 ○ ―――

主に行政及び金融の分野で指導的な役割を果
たした同氏の豊富な経験と幅広い知識に基づ
く、大所高所からの取締役会の意思決定に対
する監督を期待したため。

同氏は金融商品取引所の定める独立性の基
準に該当せず、実質的にも一般株主と利益相
反のおそれがないと判断し、独立役員に指定し
ております。

井口武雄 ○

独立役員（井口武雄氏は三井住友海上火
災保険株式会社の名誉顧問であり、当社
グループは三井住友海上火災保険株式
会社と損害保険の取引がありますが、当
該取引は当社グループの連結売上高の
2%未満であり、当社の定める社外役員に
関する独立性基準を満たしております。）

主に企業経営における同氏の豊富な経験と幅
広い知識に基づく、大所高所からの取締役会
の意思決定に対する監督を期待したため。

同氏は金融商品取引所の定める独立性の基
準に該当せず、実質的にも一般株主と利益相
反のおそれがないと判断し、独立役員に指定し
ております。

飯野正子 ○ ―――

主に同氏の大学経営を通しての組織運営の豊
富な経験と幅広い知識、そして学術研究を通し
ての国際的な経験と知識に基づく、大所高所
からの取締役会の意思決定に対する監督を期
待したため。

同氏は金融商品取引所の定める独立性の基
準に該当せず、実質的にも一般株主と利益相
反のおそれがないと判断し、独立役員に指定し
ております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 6 0 2 4 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 6 0 2 4 0 0
社外取
締役

補足説明

2002年６月に、指名委員会と報酬委員会を設置し、適宜開催しております。

指名委員会は、社外取締役を委員長として社外取締役４名、社内取締役２名の計６名で構成し、取締役、監査役及び執行役員の候補者の推薦及
び役職委嘱の提案を取締役会に対して行っております。なお、監査役候補者に関しては、監査役会の同意を得ております。

報酬委員会は、社外取締役を委員長として社外取締役４名、社内取締役２名の計６名で構成し、取締役、監査役及び執行役員の報酬案を策定し
ております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、監査計画策定時、四半期レビュー時、期末監査時に会計監査人と会合を設け、計画書、報告書の説明を聴取し、受領するとともに、意

見交換を行っております。また、会計監査人監査への監査役立会を実施しております。監査役は、監査部、内部統制部、経理部、法務・コンプラ

イアンス部等の内部統制部門から必要に応じてヒアリング等を実施して内部統制の実施状況を把握しております。 また内部統制部門は会計監

査人と連携して業務を遂行しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名



社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

髙後元彦 弁護士

梶川融 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

髙後元彦 ○ ―――

弁護士としての豊富な経験が、主に法令や定
款の順守に係る見地から、監査役としての職務
の執行に資すると期待したため。

同氏は金融商品取引所の定める独立性の基
準に該当せず、実質的にも一般株主と利益相
反のおそれがないと判断し、独立役員に指定し
ております。

梶川融 ○ ―――

主に公認会計士としての高い見識と専門性、
豊富な経験が監査役としての職務の執行に資
すると期待したため。

同氏は金融商品取引所の定める独立性の基
準に該当せず、実質的にも一般株主と利益相
反のおそれがないと判断し、独立役員に指定し
ております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

当社は、社外役員の独立性に関する基準を定め、当社と利害関係のない独立した社外役員を選任することとしており、全ての社外取締役、社外
監査役を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。なお、社外役員の独立性に関する基準においては、当該社外役員が次の各
項のいずれにも該当してはならないとしております。

1)現在または過去において、当社グループ会社の業務執行取締役、その他の業務を執行する役員、従業員等である者

2)現在または過去5年間において、二親等内の親族（以下「近親者」という。）が当社グループ会社の業務執行取締役、その他の業務を執行する役
員、従業員等である場合

3)現在または過去3年のいずれかの事業年度において、当社連結売上高の2%以上を占める取引高を有する企業の業務執行取締役、その他の業
務を執行する役員、従業員等である者

4)現在または過去3年のいずれかの事業年度において、社外役員の本籍企業の連結売上高の2%以上を占める取引高を当社グループ会社と有
し、社外役員が当該本籍企業の業務執行取締役、その他の業務を執行する役員、従業員等である者

5)当社グループ会社から、現在または過去2年のいずれかの事業年度において、年間1,000万円以上の報酬を受領するコンサルタント、会計士、
弁護士等の専門的サービス提供者

6)当社の総議決権の10%以上の議決権を直接または間接に保有する者、または企業の場合はその取締役、監査役、会計参与、業務を執行する
役員、従業員等である者

7)当社グループ会社が総議決権の10%以上の議決権を直接または間接に保有する企業の取締役、　監査役、会計参与、業務を執行する役員、従



業員等である者

8)当社グループ会社から現在または過去3年の事業年度の平均で、年間1,000万円を超える寄付または助成を受けている組織の業務を執行する
理事またはその他業務を執行する者

9)社外役員の本籍組織が、その年間総収入の30％を超える寄付または助成を当社グループ会社から受け、社外役員が当該組織の業務を執行す
る理事またはその他業務を執行する者

10) 当社との間で取締役または監査役を相互に派遣している会社の役員、従業員等である者

11) その他当社との間に重要な利害関係がある者

12) 上記3),4),5),6),7),8),9)に規定する者の近親者

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

本報告書の「２．１．【取締役報酬関係】報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載のとおりであります。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

該当項目に関する補足説明

付与対象者：当社社内取締役のうち執行役員を兼ねる者、執行役員、上席参与、参与及びその他取締役会で定める従業員

理由：業務執行により、業績に特に影響を与える地位にある者を対象としております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

役員区分　　　　　報酬等の　　　　　　報酬等の種類別の総額（百万円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対象となる

　　　　　　　　　　　総額（百万円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役員の員数（名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基本報酬 　　　　　　　　　　　賞与

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　固定　　業績連動　　小計 　　固定　　業績連動　　小計

取締役　　　　　　　　　　418　　　　　　　293　　　　　　28　　 　321 　　　23　　　　　　 74　　　　97　　　　　　12

（うち社外取締役）　　　(48)　　　　　　　(48)　　　　　　―　　　(48)　　　　―　　　　　　 ―　　　　―　　　　　　(4)

監査役　　　　　　　　 　　77　　　　　　 　77　　　　　　 ―　　　 77　　　　 ―　　　　　　 ―　　　　―　　　　　　 4

（うち社外監査役）　　　(20)　　　　　　　(20)　　　　　　―　　　(20)　　　　―　　　　　　 ―　　　　―　　　　　　(2)

（注）

・取締役には退任取締役１名が含まれております。

・取締役および監査役の退職慰労金については、2008年６月24日の第97回定時株主総会決議にて廃止しています。

・使用人兼務取締役の使用人給与相当額はありません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、「取締役の個人別報酬等の決定方針」（以下「決定方針」という。）を2021年２月26日開催の取締役会で決議しており、その概要は以下の
通りであります。

基本報酬は、当期の各取締役の役位、職責に応じて設定されている標準月額報酬に、会社業績の評価指標と個人業績の評価指標を反映した係
数を乗じて支給額を決定する。会社業績の評価指標は、主に前期の担当部門の営業利益及び連結営業利益の前々期比を用いて決定する。個人
業績の評価指標は、前期の担当事業の業績評価指標（収益性、成長性、資産効率、個別課題等）、担当部門方針の達成度、定性的評価等を用
いて決定する。基本報酬は、標準達成時を100％として、評価に応じて90％から110％までの範囲で変動する。基本報酬は毎月一定の時期に定額
を金銭で支給する。

賞与は、基本報酬としての月額報酬より算出される標準賞与額に、当期の連結経常利益に鑑み、会社業績の評価指標と個人業績の評価指標を
反映した係数を乗じて支給額を決定する。会社業績の評価指標は、主に当期の担当部門の営業利益及び連結営業利益の前期比を用いて決定
する。個人業績の評価指標は、当期の担当事業の業績評価指標（収益性、成長性、資産効率、個別課題等）、担当部門方針の達成度、定性的評
価等を用いて決定する。賞与は、標準達成時を100％として、評価に応じて25％から150％までの範囲で変動する。賞与は定時株主総会の日を目
途に金銭で支給する。

株式報酬は、今後当社の経営環境に合った実効性のある株式報酬制度が考案された際には採用を検討する。

社外取締役を除く取締役の、基本報酬と賞与における業績連動部分の合計は報酬全体の40％以内とする。

報酬委員会は、取締役会の委任を受けて、取締役の基本報酬及び賞与の算定方式、基本報酬と賞与の個人別の額を決定する。報酬委員会は、
過半数の社外取締役と、社内取締役とで構成され、委員長は社外取締役とする。



社外取締役の報酬については、業務執行から独立した立場での監督機能が重視されることから、業績連動報酬は支給しておらず、固定の基本報
酬のみとする。社外取締役の報酬の個人別の額は、取締役会の委任を受けた報酬委員会で決定する。

取締役の金銭報酬の額は、2008年６月24日開催の第97回定時株主総会において年額６億５千万円以内（うち、社外取締役年額４千万円以内）と
決議されております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は10名（うち、社外取締役は2名）であります。また、取締役の年額６億５千万円
以内のうち社外取締役の年額は、2020年６月23日開催の第109回定時株主総会の決議により６千万円以内となりました。当該定時株主総会終結
時点の取締役の員数は11名（うち、社外取締役は4名）であります。

監査役の金銭報酬の額は、2008年６月24日開催の第97回定時株主総会において年額９千５百万円以内（うち、社外監査役年額２千５百万円以
内）と決議されております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名（うち、社外監査役は２名）であります。

なお、本書提出日現在の取締役の員数は12名（うち、社外取締役は４名）、監査役の員数は４名（うち、社外監査役は２名）であります。

当社においては、取締役報酬の決定についての透明性・客観性を高めるため取締役会の委任を受けて、過半数の社外取締役と社内取締役とで
構成され、委員長を社外取締役とする報酬委員会が取締役の基本報酬及び賞与の算定方式、基本報酬と賞与の個人別の額を決定しておりま
す。

当社は、個人別の報酬等を決定する報酬委員会の権限が適切に行使されるよう、報酬委員会の構成につき、委員の過半数かつ委員長を社外取
締役としており、当該委員会が決定する取締役の個人別の報酬等の内容は決定方針に沿った適切なものであると取締役会として判断しておりま
す。

なお、各監査役の報酬額は監査役の協議により決定しています。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

担当取締役及び取締役会事務局が、取締役会開催前に議案の事前通知及び必要に応じて事前説明を行っております。また、社外取締役及び社
外監査役から情報提供の依頼がある場合には、取締役会事務局が窓口となり、必要な情報を収集して報告を行っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

染谷 光男 特別顧問 経済団体活動、社会貢献活動等 非常勤・報酬有 2013/6/25 1年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

染谷特別顧問は、経済団体活動、社会貢献活動等に従事しております。また、当社経営陣から相談があれば社業に関する豊富な経験と高い識
見に基づく有益な助言も行いますが、当社の相談役及び特別顧問は、経営上の意思決定に関与する権限は一切有せず、経営のいかなる意思決
定にも関与しておりません。

なお、当社において、相談役及び特別顧問の委嘱は、取締役会決議事項となっております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

【業務執行】

業務執行における意思決定の迅速化と責任体制を明確にするため執行役員制度を導入しております。取締役会は、グループ経営戦略の策定及
び意思決定ガイドラインに基づく重要な意思決定、ならびに執行役員の業務監督を行っております。取締役12名（男性11名、女性１名）で構成さ
れ、うち社外取締役は４名（男性3名、女性１名）です。

2020年度の取締役会開催回数は11回です。社外取締役の出席率は100％、社外監査役の出席率は100％です。

2004年6月からCEOを設置しております。CEOはグループ全体の最高経営責任者であり、意思決定のための審議機関としてグループ経営会議を
原則月２回開催しております。

【社外取締役に関する事項】

社外取締役は、幅広い経験と豊富な見識等に基づく客観的な視点での経営監督の強化と、取締役会をはじめ指名委員会及び報酬委員会への参
画により経営の透明性向上の役割を担っております。

【監査体制及び監査役の機能強化に係る取組みの状況】

監査役は監査役会で定めた監査役監査基準、監査方針及び監査計画などに従い、監査業務を行っております。監査役４名（男性４名）で構成さ
れ、うち社外監査役は２名であります。監査役の選任にあたっては財務・会計に関する知見を考慮しており、また、社内監査役の選任にあたっては
高度な業務知識、社外監査役の選任にあたっては専門性と独立性を考慮しております。　

監査役監査の他に、合法性と合理性の観点から内部監査を実施する組織として監査部を設置し、８名が在籍しております。監査部は、監査結果
に基づき、業務の改善に向け具体的な助言や勧告を行っております。また、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法で定められた内
部統制報告制度に沿って、当社グループの内部統制の整備及び運用状況の評価等を実施する組織として内部統制部を設置し、６名が在籍して
おります。

会計監査業務は、EY新日本有限責任監査法人所属の福原正三、宮沢琢、及び多田雅之の３氏に加え、36名の公認会計士を含めた111名が補助
者として業務を行い、合計114名が携わっております。

EY新日本有限責任監査法人の継続監査期間は25年です。

【指名、報酬決定等】



2002年６月に、指名委員会と報酬委員会を設置し、適宜開催しております。

指名委員会は、社外取締役を委員長として社外取締役４名、社内取締役２名の計６名で構成し、取締役及び執行役員の選解任及び役職委嘱解
職、並びに監査役の選任の提案を取締役会に対して行っております。なお、監査役候補者に関しては、監査役会の同意を得ております。

報酬委員会は、社外取締役を委員長として社外取締役４名、社内取締役２名の計６名で構成し、取締役、監査役及び執行役員の報酬案を策定し
ております。

2020年度の指名委員会開催回数は４回、報酬委員会開催回数は３回です。社外取締役の出席率は、指名委員会、報酬委員会共に100％です。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査役設置会社の形態を採用し、コーポレート・ガバナンス体制の改善・強化に努めております。2001年3月に執行役員制度を導入し、

執行役員に業務執行の権限を委譲し、経営責任を明確にするとともに意思決定及び業務執行のスピードアップを図りました。2002年6月には、

社外取締役を選任するとともに、指名委員会及び報酬委員会を設置し、経営の透明性を向上させ、取締役会の監督機能の強化を図ってまいりま
した。以上の施策と合わせ、監査役の機能を有効に活用しながら、「経営の透明性の向上」、「経営責任の明確化」、「スピーディな意思決定」、「経
営の監視・監督機能の強化」を図ることができると考え、現在の体制を採用しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主の皆様の十分な検討期間を確保するため、通常３週間以上前に発送しております。
また、およそ４週間前に東京証券取引所のTDnet及び当社ウェブサイトにおいて早期開示
を行っております。

集中日を回避した株主総会の設定
多数の株主の皆様にご出席頂くため、毎年集中日とは異なった日程にて開催しておりま
す。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権の行使を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加してお
ります。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知の英訳を作成し、外国人株主の皆様の便宜に供しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーポリシーを制定し、当社ウェブサイト上に掲載しております。

URL: https://www.kikkoman.co.jp/ir/lib/disclosurepolicy.html

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第２四半期決算及び本決算時に開催し、代表者が説明しております。 あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
通常、CEO、CFO等が海外の投資家を訪問し、ミーティングを実施しておりま
す。

あり

IR資料のホームページ掲載

当社ウェブサイト上に、決算情報、適時開示資料、有価証券報告書、株主レ
ポート、決算説明会資料、Factbook、株主総会の招集通知、決議通知等を掲

載しております。

URL:https://www.kikkoman.co.jp/ir/index.html

IRに関する部署（担当者）の設置 コーポレートコミュニケーション部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

経営理念、行動規範において定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループは、2020年に長期環境ビジョンを策定しました。持続可能な社会の実現に向
けて、環境面において長期的に取り組む分野、テーマ、目標を定め、グループにおける環
境活動の強化に取り組んでまいります。

なお、キッコーマングループコーポレートレポートを毎年発行しており、マネジメント、環境、
社会に関する方針、活動内容や実績を記載しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

行動規範において定めております。



その他

当社グループでは、「一人ひとりの多様性を認め、成長意欲と主体性を持った人材を育成
する」というダイバーシティ＆インクルージョン推進の人事方針に基づき、多様な人材が活
躍する職場づくりを進めております。

その中で女性の活躍に向けた取り組みについては、今後の当社の発展のためにも重要な
経営課題として捉えており、適材・適所を踏まえ女性をさらに登用するとともに、2021年度
からの行動計画においても女性が管理職として活躍できる雇用環境の整備を目的とする
行動計画を策定しました。行動計画には、中堅女性社員のキャリア形成を推進する社内外
の研修プログラムへの派遣や、所属長への意識啓発を目的とした研修の実施などを盛り
込み、女性がより一層活躍するための育成・仕組みづくりを推し進めております。

また、子育て中の育児休職者が社内の経験者に相談ができる機会を設け、所属長との面
談も行いスムーズな職場復帰ができるよう対応しております。さらに在宅勤務・時差出勤等
の各種制度を拡充し、女性が安心して働き活躍できるよう、仕事と育児等の両立に向けた
職場の整備に継続して取り組んでおります。

加えて、労使による「ダイバーシティ＆インクルージョンに関する研究会」では先進事例・他
社事例の研究を行い、ダイバーシティ＆インクルージョン推進に向けた取り組みに関する
意見交換を行っております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、２００６年５月１日に施行された会社法第３６２条５項に基づき、次のとおり内部統制システムに関する基本方針を定め、適宜改定しており
ます。

1)当社及びその子会社から成る企業集団における取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)当社は法令、定款及び社会規範を順守するためのキッコーマングループ行動規範を制定し、当社及びグループ各社（当社子会社をいう。以下
同じ）の取締役等及び使用人に周知・徹底を図る。

(2)当社はキッコーマングループ企業倫理委員会規則に基づきキッコーマングループ企業倫理委員会及び国内グループ内のコンプライアンスに関
する内部通報窓口を設置するとともに、海外主要グループ各社もそれぞれ内部通報窓口を設置し、当社及びグループ各社の行動規範に対する違
反の予防又はその解決を図る。

(3)当社は関係会社管理規程を制定し、当社及びグループ各社の適法性、倫理性及び財務報告の信頼性を確保する。また、関係会社管理規程に
基づいて当社取締役及び執行役員を担当役員として定め、グループ各社が適切な意思決定を行うよう指導・管理する。

(4)当社は当社及びグループ各社に適用される意思決定ガイドラインをそれぞれ制定し、当社及びグループ各社における金額や重要性に応じた決
議・決裁の基準を明らかにする。

(5)当社は当社及びグループ各社における法令等の順守等を目的として内部監査を実施する監査部を設置する。

(6)当社監査役は当社の監査を行うとともに、グループ各社監査役との定期的な意見交換等を通じて、当社及びグループ各社の法令及び定款の
順守状況を確認する。

(7)当社は法務・コンプライアンス部を設置し、当社及びグループ各社においてリーガルリスクを未然に防ぐ体制を整備するとともに、コンプライアン
ス研修の開催等を通じてコンプライアンス意識の向上を図る。

(8)当社は当社取締役会の監視機能を強化するため、当社が定めた社外役員の独立性に関する基準に従い独立社外取締役を選任する。

(9)当社は財務報告に係る内部統制について内部統制委員会及び内部統制部を設置するとともに、財務報告に係る内部統制に関する基本方針
書を制定し、適切な運用・管理を図り、財務報告の信頼性を確保する。

(10)当社及びグループ各社はキッコーマングループ行動規範に掲げる反社会的な行為や違法な利益供与を行わないという方針に基づき、契約書
への暴力団排除条項の記載等を行い、反社会的勢力を排除する。また、不当要求に備えて、警察、顧問弁護士等の外部専門機関と連携する。

2)当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

(1)関係会社管理規程で定める担当役員及び主要グループ各社の社長はＣＥＯ、ＣＯＯに対し定期的に経営報告を行う。

(2)当社はＣＥＯ、ＣＯＯ及びグループ各社社長が出席する会議体をグループ各社の規模や地域等に合わせて設置し、重要な経営案件に係る情報
の報告を受ける体制を整備する。

3)当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1)当社は当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制について、文書管理統括責任者として担当取締役を定める。

(2)当社は文書管理規程に基づき、文書（電磁的記録を含む、以下同じ）により保存及び管理を行う。文書の保存については担当部署においてこ
れを行い、当社取締役及び監査役から閲覧の要請があったときは速やかに対応できるよう管理する。

(3)当社及び対象となるグループ各社は当社が定めるキッコーマングループ個人情報保護規程に基づき、個人情報を厳重に管理する。

(4)当社及び対象となるグループ各社は当社が定めるキッコーマングループ機密情報管理規則に基づき、機密情報の適正な保存、管理及び活用
を行う。

4)当社及びその子会社から成る企業集団における損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)当社は当社及びグループ各社を対象に含めるキッコーマングループリスクマネジメント規程に基づき、リスク管理体制の適用範囲にグループ各
社を含め、グループ全体のリスクマネジメントを推進する。

(2)当社取締役及び執行役員は担当する子会社及び部門を指揮し、当社及びグループ各社の損失の危険を回避・予防し、又は管理するものとす
る。損失の危険が現実化した場合には、速やかに担当の取締役に報告することにより、リスク管理を図るものとする。

(3)当社はグループ経営会議においてグループ各社の事業に係るリスク評価を定期的に行う。

(4)当社は危機管理委員会を設置し、事故・災害等のグループに影響を及ぼす危機発生時に適切かつ迅速に対処するものとする。

(5)当社はキッコーマングループ品質方針を定め、グループ主要製造会社に品質保証担当部門を設置するとともに、グループ横断の委員で構成さ
れる品質保証委員会を開催し、安全性、法令の順守、社会的公正性の確保を図る。

5)当社及びその子会社から成る企業集団における取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)当社は当社取締役会の意思決定及び業務監督機能と、当社執行役員の業務執行機能を分離する。

(2)当社取締役会はグループ経営戦略の策定、重要な意思決定及び当社執行役員の業務監督を行う。

(3)当社はＣＥＯをグループ全体の最高経営責任者とし、グループ経営会議をその意思決定のための審議機関とする。グループ経営会議ではグ
ループ経営に関わる広範な内容について審議し、効率的な意思決定とすみやかな執行につなげる。

(4)当社はＣＥＯ、ＣＯＯ及びグループ各社社長が出席する会議体をグループ各社の規模や地域等に合わせて設置し、グループ各社に対して評価
及び改善指示等を行う。

6)当社監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及びその使用人の当社取締役からの独
立性並びに当社監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(1)当社監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役補助者を選任する。当該監査役補助者の選任、解任に関しては
当社監査役の同意を必要とし、人事考課については当社監査役がこれを行うことにより、当社取締役からの独立性を確保する。

(2)監査役補助者に対する指示・命令は当社監査役が行うこととし、当該指示・命令に関して当社取締役の指揮命令は受けないものとする。

7)当社及びその子会社から成る企業集団における取締役等、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社監査役に報告をする
ための体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

(1)当社の取締役及び使用人並びにグループ各社の取締役等、監査役及び使用人は、取締役会及び社内の重要な会議を通じて、また、定期報告
等によって、重要な意思決定及び業務執行の状況を当社監査役に報告する。

(2)当社及びグループ各社の監査部等の内部統制部門は内部監査の結果を、また、企業倫理委員会は内部通報窓口への報告内容を適宜当社監
査役に報告する。

(3)当社の取締役及び使用人並びにグループ各社の取締役等、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、当社監査役に報告を
したことを理由として不利な取扱いを受けないこととする。



(4)当社監査役はグループ各社監査役と情報共有や報告のための会議を行う。

8)当社監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)当社代表取締役は定期的に当社監査役と意見交換を行う。

(2)当社監査役は会計監査人と会合を設けて意見交換を行うとともに、当社及びグループ各社の監査部門とも相互に連携を図りながら、監査業務
を行う。

9)当社監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方
針

(1)当社は当社監査役の職務の執行について生ずる費用等を当社監査役からの請求に応じて遅滞なく支払うこととする。

(2)当社は前払等についても同様に、当社監査役からの要請に応じることとする。

内部統制システムの運用状況の概要は、下記のとおりになります。

1)コンプライアンス体制

(1)当社はキッコーマングループ行動規範を周知・徹底するため、グループ横断的にコンプライアンス研修等の取り組みを実施いたしました。また、
当社及びグループ会社の幹部社員等から、行動規範を順守する旨の誓約書を受領いたしました。

(2)当社は内部通報窓口である企業倫理ホットライン等に寄せられた通報や相談に対応するとともに、当社監査役に適宜報告を行いました。また、
通報者が不利な取扱いを受けていないことを確認いたしました。加えて、キッコーマングループ企業倫理委員会を13回開催し、通報等への対応状
況を含むコンプライアンスの順守状況を確認し、取締役会に報告いたしました。

2)リスク管理体制

(1)当社はグループ各社から収集した事業に係るリスクと他社事例等をもとに、四半期毎にグループ経営会議において、事業に係るリスクの評価を
行いました。また、評価されたリスクに対する統制の整備・運用状況及びそれに対する監視体制を一覧管理することで、事業に係るリスクに対する
管理体制を強化いたしました。

(2)当社はキッコーマングループリスクマネジメント規程に基づき、危機管理委員会を設置し、取締役である委員長の下、重要案件に関する対応を
行いました。当社及びグループ会社は危機の予兆が認められる場合や事故等が発生した場合、報告ルールに基づき、危機管理委員会に報告を
行いました。また、事業継続計画（BCP）をはじめとする主要リスクに対する対応策を整備し、適宜訓練及び見直しを行いました。

(3)当社は当社品質保証部を中心に、グループ横断的に品質保証及び品質管理の強化に取り組みました。当社は品質保証委員会を毎月開催す
るとともに、国内外の主要工場において工程検査等を行い、安全性、法令の順守、社会的公正性の確保に取り組みました。

3)グループの経営管理体制

(1)当社は執行役員制度を導入し、意思決定ガイドラインを設け、取締役会が業務執行の権限を執行役員に委譲しております。

(2)当社は取締役及び執行役員を関係会社担当役員として定めております。国内外の主要グループ会社の社長及び関係会社担当役員は、それ
ぞれの規模に応じた頻度でCEOへ業績等を報告いたしました。また、当社はグループ経営会議を適宜開催し、CEOの意思決定のための審議とグ
ループ経営に関する重要事項の報告を行いました。

(3)当社はグループ各社の業績を月次で地域別、事業別に連結ベースで把握し、予算、前年と比較、分析すること等により業績管理を行い、その
結果を取締役会、グループ経営会議等に報告いたしました。

4)監査役の職務執行

(1)監査役は当社及び監査役を兼務している国内グループ会社の取締役会等の重要会議に出席し、重要事項の報告を聴取するとともに、内部統
制システムの整備・運用状況を確認いたしました。また、監査役を兼務していないグループ会社とは、グループ監査役連絡会を開催し、情報を共
有いたしました。

(2)監査役は国内外のグループ会社に往査し、内部統制システムの整備・運用状況を直接確認いたしました。

(3)監査役は内部監査を担当する部門、財務報告に係る内部統制の評価を担当する部門、会計監査人等と定期的に情報・意見を交換するととも
に、CEOとも定期的に意見交換を行い、監査の実効性を高めました。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力に対して、どのような名目であっても、経済的利益、便益、特典、恩恵等を提供いたしません。また、反社会的勢力による不
当要求に備えて、警察、顧問弁護士等の外部専門機関と連携しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

当社は、２００７年６月２６日開催の株主総会において、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として「当社株券等
の大規模買付行為への対応方針（以下、「本方針」といいます。）」につきまして決議いたしました。

大規模買付者による大規模買付行為が行われる場合において、それを受け入れるかどうかは、最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられる
べきものであると当社取締役会は考えております。しかしながら、大規模買付行為の中には対象となる企業の経営陣との十分な協議や合意のプ
ロセスを経ることなく、株主への十分な情報開示もなされない段階で、突如として大規模買付行為を強行するといった動きや、当社の企業価値及
び株主共同の利益を著しく損なうおそれのあるものが含まれる可能性があります。

当社取締役会は、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるか否かを株主の皆様が判断するために必要かつ十分な情報・
時間及び当社取締役会による代替案の提示を受ける機会を確保する合理的な仕組みが必要不可欠であると考えております。本方針は、株主総
会の決議に基づき、又は大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合や、ルールを順守した場合であっても当該大規模買付行為が濫用
的なものであって、当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうと判断されるときには、特別委員会の勧告を最大限尊重した取締役会の
決議に基づき、対抗措置として新株予約権の無償割当ての実施を決議することができるものです。

なお、２０１９年６月２５日開催の定時株主総会において、本方針の更新に際し、内容の明確化を図るため、一部改定を行いました。

（注）本方針の詳細については、下記ＵＲＬをご参照下さい。

https://www.kikkoman.co.jp/library/ir/library/disclosure/pdf/20190424_1.pdf

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【適時開示体制の概要】

１）適時開示の基盤となる企業姿勢

当社グループは、ディスクロージャーポリシーを定め、株主・投資家の皆様に対し、「公平性」「公正性」「適時性」を重視して情報開示を行うこととし
ております。

２）適時開示に関する社内体制

証券取引所の定める適時開示規則に規定する決定事実または発生事実（以下「内部情報」という）を認知したときは、次の手続により開示を行っ

ております。

１．当社グループの役員または社員が内部情報もしくは内部情報に該当する可能性のある情報を知ったときは、情報管理担当者（当社の各部門

の所属長または子会社の総務部長）に報告。

２．当社役員または情報管理担当者が、内部情報または内部情報に該当する可能性のある情報を知ったときは、情報管理責任者（総務担当役

員）に報告。

３．情報管理責任者は、報告を受けた情報が内部情報に該当するか否かを判定。

４．内部情報に該当する場合、できる限り速やかに公表。

以上のシステムに関して、キッコーマングループ内部者取引防止規程を制定し、当社グループの全役員・社員に周知させております。また、同

規程において、当社またはその子会社の役員、一定以上の資格を有する社員及び業務上内部情報を知得し得る立場にある社員が、当社の株式

を売買する場合には、事前に当社の定める書式により情報管理責任者へ届出ることになっております。

３）決算情報開示に関する社内体制

決算情報については、次の手続により開示を行っております。

１．決算情報を各担当部門から経理部が収集

２．経理部が原案を作成

３．担当役員が内容を確認

４．経営トップが内容を確認（取締役会決議を要する場合は当該決議を含む）の上、公表

４）情報開示を理解するための活動

当社は、適時かつ適切な情報開示を行い、内部者取引を防止するために適宜研修を実施し、周知に努めております。






